※本テンプレートは撮影業務委託契約を主構成としています。人物撮影ではモデルリリース(被写体同意書・別添参照)の取得が紛争予防の鍵となります。フリーランスカメラマン(特定受託事業者)に発注する場合、2024年11月1日施行のフリーランス新法に対応する必要があります。紙の契約書は印紙税(請負契約・第2号文書)が発生しますが、電子契約での締結時は印紙税不要となります。

業務委託契約書(撮影業務)
甲の正式名称と乙の正式名称または氏名とは、甲が乙に対し、別紙「撮影業務明細」記載の撮影業務(以下「本業務」という。)を委託することに関し、民法その他関係法令の規定に基づき、次のとおり業務委託契約(以下「本契約」という。)を締結する。

第1条(目的・業務範囲)
1. 本契約は、甲が乙に対し、別紙「撮影業務明細」記載の被写体・場所において、写真・動画の撮影業務を委託し、乙がこれを完成して甲に納品することを目的とする。
1. 本業務の具体的な内容(撮影目的、被写体、撮影日時・場所、納品物等)は、別紙「撮影業務明細」に定めるとおりとする。
1. 乙は、善良な管理者の注意をもって、本業務を遂行する。
第2条(撮影日時・場所)
1. 本業務の撮影日時・場所は、別紙「撮影業務明細」第2項に定めるとおりとする。
1. 撮影日時・場所の変更が必要な場合、甲乙協議の上、書面または電磁的方法により合意の上で変更するものとする。
1. ロケ撮影の場合、撮影場所の使用許諾(施設・私有地等)の取得は、別紙「撮影業務明細」第3項に定める責任分担に従う。
第3条(料金体系・報酬)
1. 本業務の料金体系および報酬総額は、次のとおりとする。詳細は別紙「撮影業務明細」第4項に記載のとおり。
【料金体系】(該当するものを選択)
☐ 半日料金:金[金額]円(撮影時間[4時間以内]) ☐ 1日料金:金[金額]円(撮影時間[8時間以内]) ☐ 時間単価:1時間あたり金[金額]円 ☐ カット数別:1カットあたり金[金額]円(納品カット数[○○]カット) ☐ プロジェクト固定額:金[金額]円
【報酬総額】:金[金額]円(消費税別)
1. 諸経費(交通費、出張費、宿泊費、機材レンタル費、小道具・衣装費、ヘアメイク・スタイリスト費等)の取扱いは、別紙「撮影業務明細」第5項に定めるとおりとする。
1. 撮影時間の超過、追加カット撮影、当日の追加要望(別途見積もりの対象)については、甲乙協議の上、別途追加料金を定めるものとする。
第4条(支払条件)
1. 甲は、乙に対し、第3条の報酬を以下のとおり支払う。
【支払スケジュール】(該当するものを選択)
☐ 一括払い:検収合格日から[30]日以内に振込支払い ☐ 分割払い:契約締結時に着手金[30]%、撮影完了時に[40]%、検収合格時に残金[30]%
1. 報酬の支払は、乙の指定する銀行口座への振込により行う。振込手数料は甲の負担とする。
1. 乙が特定受託事業者(フリーランス新法第2条第1項)に該当する場合、報酬の支払期日は、納品物を受領した日(または検収合格日)から起算して60日以内かつできる限り短い期間とする(フリーランス新法第4条)。
1. 甲が支払期日までに報酬を支払わない場合、甲は乙に対し、年14.6%の割合による遅延損害金を支払うものとする。
第5条(納期・納品形式)
1. 乙は、別紙「撮影業務明細」第6項記載の納期までに、撮影成果物(以下「本成果物」という。)を完成させ、甲に納品する。
1. 納品形式は、別紙「撮影業務明細」第7項記載のとおりとし、原則として電子的方法(クラウドストレージへのアップロード等)による。
1. 納品データ形式は、次のうち別紙第7項で指定するものとする。
1. RAWデータ(撮影データそのまま・通常は非提供)
1. JPEG高画質(基本の納品形式)
1. JPEG低画質・Web用(SNS等向け軽量データ)
1. レタッチ済みデータ(色調補正・明るさ調整等)
1. 印刷用データ(CMYK・高解像度)
1. その他(別紙指定)
1. レタッチ作業の範囲は、別紙「撮影業務明細」第8項に定めるとおりとする。
第6条(著作権・写真の著作物の権利帰属)
1. 本業務に基づき乙が撮影した写真・動画(以下「本写真」という。)は、著作権法第10条第1項第8号に定める写真の著作物であり、その著作権は乙に発生する。
1. 本写真の著作権(著作権法第27条および第28条に定める権利を含む)は、以下のいずれかの方法により処理する(別紙「撮影業務明細」第9項で選択)。
☐ 著作権譲渡型:本写真の納品および報酬の完済をもって、乙から甲に著作権を譲渡する。 ☐ 使用許諾型:著作権は乙に留保され、甲には第8条に定める使用範囲内での非独占的・譲渡不能の使用権を許諾する。
1. 乙は、本写真に関する著作者人格権(著作権法第59条・同一性保持権・氏名表示権・公表権)を、甲および甲の指定する第三者に対し行使しない。
1. 前各項にかかわらず、乙は、本写真を自己の作品集・ポートフォリオ・実績紹介・営業活動の用途(ウェブサイト・SNS・名刺等)で利用することができる。ただし、被写体の肖像権・甲の機密性に配慮し、乙は撮影者名を表示の上、甲の合理的指示があった場合は当該利用を中止する。
第7条(肖像権・モデルリリース)
1. 本業務において人物を撮影する場合、被写体の肖像権・パブリシティ権の取扱いについて、次のとおりとする。
1. モデルリリース(被写体同意書)の取得責任は、別紙「撮影業務明細」第10項に定めるとおり、原則として[甲/乙]が負う。
1. モデルリリースの内容は、別添「モデルリリース(被写体同意書)雛形」を参考に作成し、本写真の使用目的・利用期間・利用範囲・媒体・改変の可否について、被写体から書面または電磁的方法による同意を取得するものとする。
1. モデルリリースが未取得の被写体の写真については、甲はこれを本契約の使用範囲(第8条)で利用してはならない。
1. 第三者(通行人・観客等)の肖像権について、撮影に当たっては可能な限り配慮し、意図しない写り込みがある場合は、必要に応じて編集・トリミング・モザイク処理等で対応する。
1. 被写体の肖像権・パブリシティ権侵害を理由として、いずれかの当事者に損害(訴訟費用・損害賠償金等)が発生した場合、モデルリリース取得責任を負う当事者(第2項)が当該損害を補償する。
第8条(本写真の使用範囲)
1. 甲が本写真を利用できる範囲は、次のとおりとする(別紙「撮影業務明細」第11項に詳細記載)。
	項目
	内容

	利用目的
	[広告宣伝/商品カタログ/会社案内/SNS/その他]

	利用期間
	☐無期限 ☐納品日から[3年間] ☐その他

	利用地域
	☐国内のみ ☐全世界

	利用媒体
	[印刷物/ウェブサイト/SNS/展示会/テレビCM等]

	改変の可否
	☐可(トリミング・色調整・合成等) ☐不可

	第三者への提供
	☐可 ☐不可


1. 前項の使用範囲を超える利用については、甲は乙の書面または電磁的方法による事前承諾を得るものとし、必要に応じて追加料金を支払う。
1. 第6条第2項により著作権を甲に譲渡した場合、本条第1項の使用範囲制限は適用されない(完全自由利用)。
第9条(天候不順・撮影中止)
1. 屋外撮影の場合、撮影日の天候不順(雨天・強風・雪・気温極端等)により撮影が困難と判断される場合、甲乙協議の上、撮影を順延または中止するものとする。
1. 順延の場合、料金変動は原則として生じない。ただし、追加の交通費・人件費等が発生する場合、別途協議の上、甲の負担とする。
1. 撮影中止の場合、または委託者の都合により撮影日の前日までに撮影をキャンセルする場合、委託者は次のとおりキャンセル料を支払う。
	キャンセル時期
	キャンセル料

	撮影前日
	報酬総額の[100]%

	撮影前2〜3日
	報酬総額の[80]%

	撮影前4〜7日
	報酬総額の[50]%

	撮影前8〜14日
	報酬総額の[30]%

	撮影前15日以上
	報酬総額の[10]%(企画準備実費含む)


1. 天候不順以外の不可抗力(自然災害・パンデミック・公権力の措置等)により撮影が不可能となった場合、甲乙協議の上、料金・スケジュールを再協議するものとし、いずれの当事者も相手方に対し損害賠償の責めを負わない。
第10条(第三者素材・写り込みの取扱い)
1. 撮影に使用する小道具・衣装・背景物等のうち、第三者の権利物(著作物・商標・意匠等)を含む場合、その利用許諾の取得は[甲/乙]の責任とする。
1. 撮影中に意図せず第三者の権利物が写り込んだ場合(建築物・キャラクター・楽曲・ロゴ・広告看板等)、乙は可能な限り編集・トリミング・モザイク処理等で対応するが、完全な除去を保証しない。
1. 第三者の権利物の写り込みによる権利侵害を理由として、いずれかの当事者に損害が発生した場合、第1項の責任分担に従い処理する。
1. 著名建築物の撮影については、著作権法第46条(公開の美術の著作物等の利用)に基づき、原則として自由利用が認められるが、商用利用の場合は別途検討する。
第11条(機密保持)
1. 乙は、本業務に関連して甲から開示された一切の情報(撮影内容、本写真の内容、業務上知り得た甲の事業情報・顧客情報・技術情報・個人情報等)について、甲の事前の書面または電磁的方法による承諾なく、第三者に開示・漏洩してはならず、本業務の遂行以外の目的に使用してはならない。
1. 前項の定めにかかわらず、第6条第4項に基づくポートフォリオ・実績紹介での利用は、機密保持義務違反に該当しない。ただし、被写体の肖像権・甲の機密性に配慮するものとする。
1. 本業務完了後、乙は、撮影データ、本写真、関連資料を、甲の指示に従い、削除または返還するものとする(ただし、第6条第4項のポートフォリオ利用のためのバックアップは除く)。
1. 本条の義務は、本契約終了後[3年間]存続する。
第12条(個人情報の取扱い)
1. 乙は、本業務の遂行に関連して取り扱う個人情報(被写体の氏名・連絡先・容姿等)について、個人情報保護法その他関係法令を遵守し、善良な管理者の注意をもって取り扱う。
1. 乙は、個人情報を本業務の遂行以外の目的に使用せず、甲の事前の書面または電磁的方法による承諾なく第三者に開示・提供しない。
1. 本業務の完了後、乙は、甲から取扱いを委託された個人情報を、甲の指示に従い返還または削除する。
第13条(安全配慮・事故対応)
1. 甲および乙は、撮影現場における安全配慮義務を負い、被写体・スタッフ・第三者の安全を確保するよう努める。
1. 撮影中の事故(被写体の負傷・機材損傷・第三者への損害等)が発生した場合、責任の所在は、当該事故の原因・状況に応じて甲乙協議の上、決定する。
1. 乙は、業務遂行上、合理的な範囲で業務賠償責任保険等への加入を検討するものとする。
1. 高所撮影・水中撮影・動物撮影等の特殊撮影については、別途安全対策と保険加入を協議する。
第14条(契約不適合責任)
1. 検収合格後、本写真が本契約および別紙「撮影業務明細」記載の仕様に適合しないこと(以下「契約不適合」という。)が判明した場合、甲は乙に対し、契約不適合を知った日から[3か月以内]に限り、履行追完(再撮影・修正)を請求することができる。
1. 乙が前項の修正に応じない場合または合理的な期間内に修正できない場合、甲は報酬の減額または契約の解除を請求することができる(民法第559条・第637条)。
1. 前各項の規定は、契約不適合が乙の責に帰すべき事由による場合に限り適用される。撮影の好み・スタイルに関する主観的相違、被写体の表情・状態等カメラマンの責によらない事項、または甲の指示に起因する不適合は、本条の契約不適合に該当しない(民法第636条)。
第15条(契約解除・反社条項・合意管轄)
1. 甲または乙は、相手方が本契約に違反し、相当の期間を定めて書面または電磁的方法により催告した後も是正されない場合、本契約を解除することができる。
1. 甲は、自己の都合により本契約を解除する場合(民法第641条)、第9条のキャンセル料規定に従って乙に対し金銭を支払う。
1. 甲および乙は、自己および自己の関係者が、暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標榜ゴロ、特殊知能暴力集団等その他これらに準ずる者(反社会的勢力)に該当しないこと、および反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有しないことを表明し、保証する。違反時は何らの催告を要せず直ちに本契約を解除できる。
1. 本契約に関して生じた紛争については、[甲の本店所在地を管轄する地方裁判所]を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
1. 本契約は、日本法を準拠法とする。
1. 本契約に定めのない事項または本契約の解釈に疑義が生じた事項については、甲乙誠意をもって協議の上、これを解決するものとする。
末尾署名欄
本契約の成立を証するため、本書2通を作成し、甲乙記名押印または電子署名の上、各自1通を保有する。
(電子契約により締結する場合は、本項を「本契約の成立を証するため、本書を電磁的記録として作成し、甲乙電子署名の上、各自その電磁的記録を保管する。」に置き換えてください。電子契約での締結時は印紙税不要です。)
[YYYY年MM月DD日]
(甲・委託者) 住所:[甲の住所] 名称:[甲の正式名称] 代表者:[代表者役職・氏名] 印
(乙・受託者/カメラマン) 住所:[乙の住所] 名称/氏名:[乙の正式名称または氏名] (法人の場合:代表者役職・氏名) 印

別紙「撮影業務明細」(雛形)
1. 撮影の概要
	項目
	内容

	撮影タイトル
	[撮影案件の名称]

	撮影目的
	[広告宣伝/商品カタログ/会社案内/イベント記録等]

	撮影種別
	☐商品撮影 ☐人物・ポートレート ☐結婚式・イベント ☐建築・空間 ☐ファミリーフォト ☐動画 ☐その他


2. 撮影日時・場所
	項目
	内容

	撮影日
	[YYYY/MM/DD]

	撮影開始時刻
	[HH:MM]

	撮影終了予定時刻
	[HH:MM]

	撮影場所
	[住所・施設名]

	ロケ形態
	☐スタジオ ☐屋外 ☐クライアント指定場所


3. 撮影場所の使用許諾
	項目
	内容

	場所使用許諾の有無
	☐取得済み ☐取得予定 ☐不要

	場所使用許諾の取得責任
	☐甲 ☐乙

	場所使用料
	金[金額]円(該当する場合)


4. 料金体系・報酬
	項目
	内容

	料金体系
	☐半日料金 ☐1日料金 ☐時間単価 ☐カット数別 ☐固定額

	単価/固定額
	金[金額]円

	撮影分量
	[○時間/○カット]

	報酬総額
	金[金額]円(消費税別)


5. 諸経費
	経費種別
	金額
	負担者

	交通費
	[実費精算/定額]
	☐甲 ☐乙

	出張費(遠方撮影)
	1日あたり[金額]円
	☐甲 ☐乙

	宿泊費
	[実費精算]
	☐甲 ☐乙

	機材レンタル費
	[金額]
	☐甲 ☐乙

	小道具・衣装費
	[金額]
	☐甲 ☐乙

	ヘアメイク・スタイリスト費
	[金額]
	☐甲 ☐乙

	アシスタント料
	[金額]
	☐甲 ☐乙

	その他
	[金額]
	☐甲 ☐乙


6. 納期
	工程
	期限

	撮影日
	[YYYY/MM/DD]

	データ確認用ラフ納品
	[YYYY/MM/DD]

	最終データ納品
	[YYYY/MM/DD]

	検収完了
	[YYYY/MM/DD]


7. 納品形式
	項目
	内容

	納品データ形式
	☐JPEG高画質 ☐JPEG Web用 ☐RAWデータ ☐レタッチ済み ☐印刷用CMYK

	解像度
	[○○dpi]

	納品方法
	☐クラウドストレージ ☐USB等記憶媒体 ☐その他


8. レタッチ作業の範囲
	項目
	内容

	基本レタッチ
	☐含む(色調・明るさ・トリミング) ☐含まない

	高度レタッチ
	☐含む(肌補正・合成等・別途見積) ☐含まない

	修正回数の上限
	[○]回まで無償


9. 著作権の処理
☐ 著作権譲渡型(報酬完済時に乙→甲に譲渡) ☐ 使用許諾型(著作権は乙留保・第8条の使用範囲内で甲が利用)
10. モデルリリース取得責任
	項目
	内容

	被写体の種別
	☐特定の人物(モデル・タレント等) ☐一般人 ☐人物含まず

	モデルリリース取得責任
	☐甲 ☐乙

	モデルリリース取得状況
	☐取得済み ☐撮影日までに取得 ☐撮影現場で取得


11. 本写真の使用範囲
	項目
	内容

	利用目的
	[広告宣伝/商品カタログ/SNS/その他]

	利用期間
	☐無期限 ☐納品日から[○]年間

	利用地域
	☐国内のみ ☐全世界

	利用媒体
	☐印刷物 ☐ウェブサイト ☐SNS ☐展示会 ☐テレビCM ☐その他

	改変の可否
	☐可 ☐不可

	第三者への提供
	☐可 ☐不可



別添「モデルリリース(被写体同意書)」(雛形)
モデルリリース(肖像権使用同意書)
[YYYY年MM月DD日]
[委託者または撮影者の正式名称] 御中
私(以下「被写体」という。)は、下記のとおり、自己の容姿が撮影され、撮影された写真・動画(以下「本写真」という。)が使用されることに同意します。
1. 被写体情報
	項目
	内容

	氏名
	

	住所
	

	連絡先(電話・メール)
	

	生年月日
	

	(未成年の場合)親権者の氏名・連絡先
	


2. 撮影情報
	項目
	内容

	撮影日
	[YYYY/MM/DD]

	撮影場所
	[場所]

	撮影者(カメラマン)
	[氏名]

	撮影目的
	[広告宣伝/商品カタログ/会社案内等]


3. 本写真の使用範囲
	項目
	内容

	利用主体
	[使用者(委託者)の正式名称]

	利用目的
	[広告宣伝/商品カタログ/SNS等]

	利用期間
	☐無期限 ☐[○]年間

	利用地域
	☐国内のみ ☐全世界

	利用媒体
	☐印刷物 ☐ウェブサイト ☐SNS ☐展示会 ☐テレビCM ☐その他

	改変(トリミング・色調整等)
	☐可 ☐不可

	第三者への提供
	☐可 ☐不可


4. 報酬(モデル料)
☐ 報酬あり:金[金額]円 ☐ 報酬なし(無償)
5. その他の同意事項
私は、本写真について、以下の事項にも同意します。 - 本写真の使用に関し、別途の報酬(肖像権使用料・パブリシティ権使用料等)を請求しない。 - 本写真が上記使用範囲内で利用される限り、肖像権・パブリシティ権侵害を主張しない。 - 私が同意しない使用方法(性的表現・反社的内容・誹謗中傷的文脈等)については、別途協議事項とする。
6. 被写体署名
私は、上記の内容を理解し、自由な意思に基づいて同意いたします。
[YYYY年MM月DD日] 被写体氏名(自署): 押印または電子署名:
(未成年の場合) 親権者氏名(自署): 押印または電子署名:

印紙税に関する注記
紙の契約書として締結する場合
撮影業務委託契約書は、印紙税法別表第一第2号文書(請負に関する契約書)として、契約金額に応じて課税されます。
印紙税額(主要金額帯)
	契約金額
	印紙税額

	1万円未満
	非課税

	1万円以上〜100万円以下
	200円

	100万円超〜200万円以下
	400円

	200万円超〜300万円以下
	1,000円

	300万円超〜500万円以下
	2,000円

	500万円超〜1,000万円以下
	10,000円

	1,000万円超〜5,000万円以下
	20,000円

	5,000万円超〜1億円以下
	60,000円

	1億円超〜5億円以下
	100,000円

	契約金額の記載がないもの
	200円


電子契約として締結する場合
電子契約は印紙税法上の「文書」に該当しないため、印紙税は不要です。契約金額の大小に関わらず、電子化することで印紙税を完全にゼロにできます。

テンプレート利用上の注意
· 本テンプレートは弁護士監修ですが、個別案件に応じた修正が必要です。重要な契約は弁護士にご相談ください。
· 本テンプレートは撮影業務委託契約を主構成としています。人物撮影では別添「モデルリリース」の取得が紛争予防の鍵となります。
· 第4条第3項(フリーランス新法対応)は、乙が個人カメラマン・フリーランスの場合に必須です。60日超の支払期日は新法違反となります。
· 第6条(著作権)は、著作権譲渡型と使用許諾型を選択式としています。譲渡型を選択する場合、「著作権法第27条および第28条に定める権利を含む」の明示が必須(第61条第2項譲渡推定の覆し)です。
· 第6条第4項(ポートフォリオ留保)により、カメラマンの事業継続性を確保しています。被写体プライバシー・甲の機密性に配慮した運用を徹底してください。
· 第7条(肖像権・モデルリリース)は、人物撮影では絶対に必要な条項です。別添「モデルリリース雛形」を活用し、被写体から書面または電磁的方法による同意を取得してください。
· 第8条(使用範囲)は、使用許諾型を選択した場合に重要です。SNS時代の紛争予防のため、利用媒体を具体的に列挙してください。
· 第9条(天候不順・撮影中止)のキャンセル料規定は、案件特性に応じて調整してください。
· 第10条(第三者素材)については、特に著名建築物・キャラクター・楽曲の写り込みに注意してください。動画撮影で楽曲を使用する場合は、別途楽曲ライセンス取得条項を追加してください。
· 第14条(契約不適合責任)の期間(3か月)は、撮影業界の実務標準です。「好み・スタイルの相違」は不適合に該当しないことを第3項で明示しています。
· 別紙「撮影業務明細」は、案件の具体内容を漏れなく記入してください。撮影内容・日時・場所・料金・諸経費・納品形式・著作権処理・モデルリリース・使用範囲の充実が、紛争予防の核心です。
· 電子契約として締結する場合、末尾署名欄の文言を電子契約用に置き換えてご利用ください。電子契約では印紙税は不要です。
· 本テンプレートの利用により発生した一切の責任について、ムスビサインは負いかねます。最終的な内容確認は利用者の責任で行ってください。

なお、ムスビサインなら無料登録で月3件まで無料、有料プランも月々3,000円(税込)で月50件の契約締結が可能です。詳しくは公式サイト(https://musubisign.com)をご覧ください。
本テンプレートは2026年5月時点の法令・実務慣行・判例に基づき作成しています。法令改正により内容が陳腐化する可能性があるため、最新版の確認をおすすめします。
